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本論文では、これまでの実証研究の蓄積が十分ではなかった安定職種への移行状況につい


























の進捗や成果の実践化が希求されている（Derr 1986a, p.416; Derr 1986b, p.2; 日本労働










































ら 35 歳までの若手公務員の回答票 1,435 を収集し、そこから転職経験者のサンプル 445（全
対象者の 32％、20 ～ 35 歳）を抽出した。第二ステップとして、転職経路別に「民間部門














平均年齢は 29.2 歳であった。すなわち、前職を辞した年齢が 24 ～ 25 歳となり、大学新卒
者で初職を 3 年以内に退職している計算になる。同様に、高校／短大卒者においても、両




















平均年齢 29.3 歳 28.8 歳







高校 / 短大卒 19.6 14.7
（C）内定志望順位（構成比、％）
第 1志望 63.1 68.2
第 2志望 21.4 19.7







































仕事内容面の満足度 65.7 63.0 64.1 70.1
待遇面の満足度 62.8 63.2 66.7 58.5
職場環境面の満足度 75.3 75.8 81.0 69.2
注 1: 上記の数値は、五件法による質問設定において「満足」または「やや満足」と回答した者の
合計割合を表す。















ば、Topel ＆ Ward（1992）では、就業後 10 年以内の高卒者や短大卒者にとって、転職時
点での賃金上昇の見込みの有無が安定就業への重要な移行要因になると指摘する。
一方、希望進路については、両グループとも「定年まで勤続」という意見が 6 割程度であっ






















































②公務員就業に対する納得要因では、「内定公務員（第 1 志望／第 2 志望／第 3 志望以下）」


















なお、3 カテゴリーに分類した説明変数の段階的投入について、推定 1 は①基本属性のみ
で行い、推定 2 では②公務員就業に対する納得要因を、推計 3 では③安定志向要因を加え
ている。
2. 推定結果


























Ordered Probit 推定 推定 1 推定 2 推定 3
ダミー変数 係数 係数 係数
①
性別 男性 -0.110** 0.088 0.812***
採用試験
区分 大学卒 0.486*** 0.194* 0.111
結婚の有無 既婚 -0.151** 0.454** 0.58E-02
②
内定公務員
第 1 志望 -0.262*** -0.194
第 2 志望 -0.330*** -0.334**
第 3 志望以下 -0.110 -0.148
勤続年数
5 年未満 0.092 0.237**
5 ─ 10 年未満 -0.134* -0.082






定　数　項 0.627* 0.482**  0.182*
標　本　数 377 377 377
自由度調整済み決定係数 0.106 0.258 0.411
Log likelihood -215.26 -303.22 -130.95









勤続年数については、「5 年以上 10 年未満」「10 年以上」と長くなるケースで、有意な負
の結果を得た（表 4 および表 5 の推定 2）。一方で、「5 年未満」という短い期間で逆の正の
結果を得ている（表 4 および表 5 の推定 3）。一般に、勤続年数の長期化とともに職業キャ
表 5　職業キャリア意識の規定要因（民間＋公務員間）
Ordered Probit 推定 推定 1 推定 2 推定 3
ダミー変数 係数 係数 係数
①
性別 男性 0.286*** 0.081 0.493***
採用試験
区分 大学卒 -0.072 0.075 -0.010
結婚の有無 既婚 -0.103*** 0.171* -0.57E-02
②
内定公務員
第 1 志望 -0.273*** 0.118
第 2 志望 -0.032 -0.374***
第 3 志望以下 -0.024 -0.156
勤続年数
5 年未満 0.136 0.142**
5−10 年未満 -0.218*** -0.128






定　数　項 0.611* 0.343* 0.912**
標　本　数 445 445 445
自由度調整済み決定係数 0.156 0.201 0.324
Log likelihood -228.01 -275.45 -168.93

































説明変数 A の職業キャリア意識形成効果＝「100×｛推定係数 ×（説明変数 A の最大値－
説明変数 A の最小値）｝／（最大の職業キャリア意識－最小の職業キャリア意識）」



























員での採用」「勤続年数が 5 年以上 10 年未満」「勤続年数が 10 年以上」で負、「待遇面での
就業満足度」「勤続年数が 5 年未満」で正の有意な効果を与えているという結果が得られた
ことである。これらの推定結果を総合すると、たとえ本意ではない転職であっても、その後






























識の持続性という点では、「勤続年数 5 ～ 10 年以上」が職業キャリア意識に対して負の効














































人日本私立大学連盟が 2006 年に 122 の私立大学の学生 6,639 人を対象に実施した
















6） 中途採用者選考試験（再チャレンジ試験）の申込者数も平成 20 年度 10,248 人、平
成 21 年度 11,337 人と増加傾向にある。また、試験区分による差こそあるものの、
平均倍率 57.3 倍と狭き門になっている。〈http://www.jinji.go.jp〉（2009 年 8 月 21
日取得）。
7） 本調査は、首都圏（東京都 23 区内の 15 区役所および 12 市役所）と関西圏（大阪・京都・






















10） 「七・五・三」とは、1990 年代における新規学卒就職者の 3 年以内に離職する割合が、





相関性とされることが多い（たとえば、Meir & Naon 1992）。
12） 転職経験の有無と就業満足との関係性については、Oleski & Subich （1996）や





13） 筆者が 2007 年 9 月～ 2008 年 8 月にかけて首都圏および近畿地方の若手公務員 46
人に対して実施したインタビュー調査『20 歳代の若手公務員のキャリア意識調査』
では、公務員転職経験者 11 人（うち、民間から公務員への転職者が 5 人、公務員間
の転職者が 6 人）が含まれていた。両グループ間で「とりあえず公務員になりたい」


























持っている」＝ 5 ～「全く持っていない」＝ 1）を用いた順序プロビット推定の方が
よりよい推定結果が得られたため、後者の推定方法を採用した。また、本分析におけ
る統計解析には、統計ソフト TSP5.0 を使用した。その際、Bronwyn & Clint（2004）
を参照した。












21） 人事院編の平成 18 年度公務員白書では、「国家公務員のほうが民間企業よりも魅力
的な事項」として、学生アンケートを実施している。そこでは、大学 3 年生で国家
Ⅰ種試験を第一志望にする者や公共政策大学院生では「社会貢献度」が約 70 ～ 80%
で第 1 位（「安定性」は 42 ～ 54％で第 2 ～ 3 位）であるのに対し、大学 3 年の民間
希望者では「安定性」が 75％でトップとなっており、外部から見た場合の安定イメー
ジの高さを示す結果となっている（p.11）。
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Career Consciousness among Young Public 
Servants with High Job Turnover:
How does Stability Influence Career Consciousness?
NAKASHIMA Tsuyoshi
The present study investigated the career consciousness of 445 young Japanese 
public servants (aged 20 to 35) with high job turnover. A questionnaire was conducted 
with two groups: the Private-public Transitions Group (N = 377) and the Intra-public 
Transitions Group (N = 68).
 The result indicated that while the Intra-public Transitions Group increased 
their job satisfaction rate in conjunction with their work content, the Private-public 
Transitions Group increased their satisfaction level due to their benefits, treatment, 
and working conditions. Furthermore, the results disclosed that there was a positive 
correlation between “stability orientation” and career consciousness among the par-
ticipants who had worked for up to five years in their new positions or who were satis-
fied with their current benefits and treatment. 
Interestingly, for the male participants who were satisfied with their working 
condition, their willingness to stay with their current positions and to change jobs 
heavily relies on the satisfaction rate of their benefits and treatment in their work-
place. On the other hand, in the case of participants who worked for 5 to 10 years in 
their new positions, the result adversely affected their career consciousness. 
The paper also discusses the possibility of career development and the difficulty 
of employees maintaining a self-awareness of career development possibilities under 
stable working conditions.
Key Words: young public servants, career consciousness, turnover, ordered-probit 
model  
